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⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長･市長査定 最終調整

現状と
背景

統計法に基づき国が実施する学校基本調査、鳥取県が実施する鳥取県人
口移動調査を、鳥取県から委託を受けて実施するための調査員報酬ほか
必要な事務経費

【学校基本調査】文部科学省　毎年５月１日現在で学校の教員数、生徒数
等を調査、学校教育行政上の基礎資料とする。
【鳥取県人口移動調査】県単独調査　住民の出生、死亡等状況を毎月把
握、県、市等の人口推計の基礎資料とする。

調査開始年
学校基本調査　昭和２３年
鳥取県人口移動調査　昭和４３年
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⑥=③+④+⑤③ ④(増減額)

総務部長･市長査定 最終調整

現状と
背景

事業所及び企業の経済活動の実態を明らかにするため、統計法に基づき
国が実施する統計調査。
平成２４年２月１日を基準日とし、全産業分野における事業所及び企業を調
査対象とする。

事業所及び企業の経済活動の実態を全国及び地域別に明らかにし、事業
所等を対象とする各種統計調査の基礎資料として活用するほか、各種行政
施策や学術研究の基礎資料として利活用する。

従来から実施していた「事業所・企業統計調査」、「サービス業基本調査」を
はじめとした大規模統計調査を統合するほか、平成２１年商業統計調査、
平成２３年工業統計調査の調査事項についても、活動調査の中で把握する
こととし、調査事項の重複を排除し、事業者の負担の軽減を図る。
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